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当社取締役会の実効性に関する評価結果の概要について 

 

 

この度、当社取締役会は、取締役会の実効性を高め、企業価値の向上を図ることを目的として、平成

30年 3月期における当社取締役会の実効性について、分析・評価を行いました。その結果の概要は下記

の通りです。 

 

 

記 

 

１．評価の方法 

 取締役会の実行性に関する調査票(※1)を取締役 9名（うち社外取締役 2名）および監査役 4名（うち

社外監査役 2 名）に配付し、回答を得ました。各取締役・監査役の回答を取締役会において分析し、今

後の課題等について議論いたしました。併せて、社外取締役および社外監査役が過半数を占めるコーポ

レートガバナンス委員会においても評価結果を議論いたしました。 

 

※1 調査票の大項目 

   a. 取締役会の役割・責務 

   b. 取締役会の構成 

   c. 取締役会における審議 

   d. 株主との対話促進に関する体制 

   e. ガバナンス体制全体 

 

２．分析・評価結果の概要 

  当社の取締役会の実効性を分析・評価した結果、当社の取締役会は、多様な視点と 4 名の独立社外

役員（取締役・監査役）による公正性・透明性を確保した上で、各取締役・監査役が積極的に意見を

表明・議論を尽くしており、経営上重要な意思決定と業務執行の監督を適切に行うための実効性が充

分に確保されていることが確認できました。特に、買収等の重要な意思決定について、その効果・リ

スク・課題等について事前に理解が深まるよう、社外取締役・社外監査役への情報提供の場を充実さ

せ、また、取締役会での複数回にわたる討議を行うなど、効果的に関与することが出来たと評価して

おります。 



  一方で、中期経営計画などの経営戦略に対するＰＤＣＡプロセスへの関与や、更なる取締役会の議

論の質の向上、長期的に見た今後の取締役会のあり方の議論など、今後の課題も確認できました。 

 

３．分析・評価結果を踏まえた今後の課題およびその対応 

 分析・評価結果を踏まえ、当社は特に以下の課題に注力し、取り組んでまいります。 

 

① 経営戦略のＰＤＣＡプロセスのうち、特にＣＡのプロセス（分析・課題整理と対策・改善策実行）

についての取締役会の関与を強める。 

② 決裁権限について見直しを行い、意思決定に係る決議事項の一部を執行側に委任し、取締役会の監

督機能の充実を図る。 

③ 株主を含むステークホルダーに対して、建設的な対話の促進や有用な情報を発信するための体制の

充実を図る。 

 

以 上 


